
令和3年度実施計画.xlsx
Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助額
交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算
分（交付限
度額①、②
対象分、事
業者支援分
（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算
分（交付限
度額③、④
対象分、事
業者支援分
（都道府
県））

起債予定額 その他

 11,996,808 727,801 371,296  3,468,929 1,989,369 1,479,560 - 8,142,164 14,419 

1 単
通常事

業
学校保健特別
対策事業

①感染リスクを最小限にしながら、学校において十分な教
育活動を継続するため、感染症対策を徹底しながら児童
及び生徒の学びの保障をするための取組に必要となる経
費を補助する。
②マスク・消毒液等の確保
③感染対策消耗品の購入　180千円×84（小55、中27、特
別支援学校2校舎）
④市立小中特別支援学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 15,120 15,120 15,120 
学校保健特別対策事
業費補助金（文部科学
省）

R3当初（地）

2 補 23
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（特別支援学校スクールバス感染症対策支援事業）
①感染リスクの低減を図るため、スクールバスを増便し、
乗車する児童生徒の少人数化を図る。
②スクールバス運行業務委託料、添乗員報酬
③委託料（5,891,600円）、報酬（1,449,828円）
④市立船橋特別支援学校の児童生徒

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

①３密対策 R3.4 R4.3 7,341 7,341 3,670 3,671 3,671 R2補正（国）

3 単
通常事

業
103

オンライン授
業公衆送信補
償金

①ＧＩＧＡスクール構想及びコロナ禍におけるリモート学習
環境整備のため、オンライン授業公衆送信補償金（教科
書著作権料）を支払う
②オンライン授業公衆送信補償金（教科書著作権料）
③R2年5月時点児童生徒数
小学校：120円×32,975人=3,957千円
               60円×499人＝30千円
中学校：180円×15,303人=2,755千円
　　　　　　90円×235人＝21千円
特支小：60円×150人=9千円
特支中：90円×78人＝7千円
特支高：210円×152人=32千円
合計6,811千円×1.1＝7,492千円
④市立小中特別支援学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 7,492 7,492 7,492 R3当初（地）

4 単
通常事

業
103

GIGAスクール
端末整備

①感染症拡大時における在宅での学習環境を整えるた
め、国が進めるＧＩＧＡスクール構想に係る１人1台ＰＣ端末
を実現する。
②児童生徒2／3整備分（国庫補助上乗せ分）のリース料
（令和3年度支出分）
③小学校　152,218千円（（12カ月×12,684千円）
中学校　235,250千円（12カ月×19,604千円）
④市立小中学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 387,468 387,468 387,468 
公立学校情報機器整
備費補助金（文部科学
省）

R3当初（地）

5 単
通常事

業
103

GIGAスクール
端末整備

①感染症拡大時における在宅での学習環境を整えるた
め、国が進めるＧＩＧＡスクール構想に係る１人1台ＰＣ端末
の実現する。
②児童生徒１／3端末整備分のリース料（令和3年度支出
分）
③55,540千円（12カ月×リース約4,628千円）
④市立小学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 55,540 55,540 55,540 
公立学校情報機器整
備費補助金（文部科学
省）

R3当初（地）

6 単
通常事

業
103

GIGAスクール
端末整備

①ＧＩＧＡスクール構想及びコロナ禍におけるリモート学習
の円滑な導入のため、研究指定校にて、デジタル教科書・
学習支援ソフトを使用した学習を行う。
②電子黒板リース料、デジタル教科書・学習支援ソフト使
用料
③ルータ通信費　366千円（28世帯×約13千円）
　電子黒板1463千円（7か月×209千円）
　デジタル教科書一式　422千円
　学習支援ソフト一式　6,600千円
④市立小学校（研究指定校）

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 8,851 8,851 8,851 R3当初（地）

7 補 103
公立学校情報
機器整備費補
助金

文科

（ＧＩＧＡスクールサポーター配置支援事業）
①ＧＩＧＡスクール構想及びコロナ禍におけるリモート学習
を円滑に進めるため、ＩＣＴに関する知見を有する者を配置
する。
②委託料
③報酬　567,043円×12月×3名
　通信費　11,500×12月×2名
　事務局運営費　336,375円×12月
④市立小中特別支援学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.5 R4.3 24,726 24,726 12,363 12,363 12,363 R2補正（国）

8 単 通常事
業

103 公立学校情報
機器整備費

①ＧＩＧＡスクール構想及びコロナ禍におけるリモート学習
を円滑に進めるため、ＩＣＴに関する知見を有する者を配置
する。（ＧＩＧＡスクールサポーター配置支援事業の継ぎ足
し単独分）
②委託料
③報酬　288,750円×12月×19名
　旅費　9,230円×12月×19名
　通信費　9,440円×12月×19名
　事務局運営費　1,098,539円×12月
④市立小中特別支援学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.5 R4.3 83,274 83,274 83,274 R3当初（地）

9 単
通常事

業
103

モバイルルー
タ貸与事業

①ＧＩＧＡスクール構想及びコロナ禍におけるリモート学習
環境整備のため、自宅にインターネット環境がない児童世
帯を対象にルーターを購入、貸与する。
②モバイルルータ及び移動通信サービス利用料
③８，８１１千円×2か月
④インターネット環境を自宅に持たない児童・生徒

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.4 R3.5 17,622 17,622 17,622 R3当初（地）

10 補 103
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①ＧＩＧＡスクール構想に基づき整備した児童生徒用端末
と同型の端末を各学級に１台教員用として配置し、感染症
対策として児童生徒がオンライン学習をする際の操作指
導や教材研究を適切に行えるようにする。
②教員用端末購入費用
③80千円×1,225台（小学校830台、中学校395台）
④市立小中学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.8 R4.3 98,000 98,000 49,000 49,000 49,000 R2補正（国）

11 単
通常事

業
103

学校保健特別
対策事業

①ＧＩＧＡスクール構想に基づき整備した児童生徒用端末
と同型の端末を各学級に１台教員用として配置し、感染症
対策として児童生徒がオンライン学習をする際の操作指
導や教材研究を適切に行えるようにする。（感染症対策等
の学校教育活動継続支援事業に係る継ぎ足し単独分）
②教員用端末購入費用
③80千円×281台（小学校232台、中学校49台）
④市立小中学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.8 R4.3 22,480 22,480 22,480 R3当初（地）

12

合計

事業
終期 総事業費 補助対象事

業費
補助対象外
経費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画
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Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助額
交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算
分（交付限
度額①、②
対象分、事
業者支援分
（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算
分（交付限
度額③、④
対象分、事
業者支援分
（都道府
県））

起債予定額 その他

事業
終期 総事業費 補助対象事

業費
補助対象外
経費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

13 単
通常事

業
3

病床確保（空
床補償）

①市内医療機関に新型コロナウイルス感染症患者の受入
可能病床を確保するため空床補償等を行う。
②補助金
③空床補償：対象病院の県への病床数の回答から試算
　疑い患者受入協力金：100千円×861人
　※事業費の一部に県からの交付金充当予定。県交付金
充当以外の経費を計上。
④実施医療機関
※財源内訳　その他　県補助金　6,833,478

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.4以降 6,919,578 86,100 86,100 6,833,478 

交付対象者の事業完
了は３月末であるが支
払い時期が４月以降
（出納整理期間中）とな
るため。

R3当初（地）

14 補
子育て支援対
策臨時特例交
付金

厚労

（不妊に悩む方への特定治療支援事業）
①特定不妊治療費の一部を助成する。
②扶助費
③特定不妊治療費
　300千円×516人＝154,800千円
　100千円×307人＝ 30,700千円
　封筒・通信運搬費　174千円
④特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込み
がないか、又は極めて少ないと医師に診断された夫婦。

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.4以降 185,674 185,674 92,837 92,837 92,837 

交付対象者の事業完
了は３月末であるが支
払い時期が４月以降
（出納整理期間中）とな
るため。

R2補正（国）

15 単
通常事

業
1歳6か月児健
康診査費

①集団検診は密を避けるため延期していたが、歯科医
師・看護師を増員し３密を避けて歯科検診等を実施する。
②③
歯科医師、看護師等の派遣費用：11,078千円
消耗品等：1,432千円
④市内在住親子

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 12,510 12,510 12,510 R3当初（地）

16 単
通常事

業
3歳児健康診
査費

①集団検診は密を避けるため延期していたが、歯科医
師・看護師を増員し３密を避けて歯科検診等を実施する。
②③
歯科医師、看護師の派遣費用：12,317千円
消耗品等：885千円
④市内在住親子

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 13,202 13,202 13,202 R3当初（地）

17 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

テレワーク用
モバイルルー
ター通信料

①ポストコロナに向けた働き方として、市職員がテレワー
クを行う。
②通信料、運用保守
③モバイルルータ通信料：4,263千円
　運用保守：11,888千円
④市職員
（基本的対処方針（令和３年９月２８日変更）p40、41）

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

①３密対策 R3.4 R4.3 16,151 16,151 16,151 R3当初（地）

18 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

オンラインミー
ティング用モ
バイルルー
ター通信料

①ポストコロナに向けた働き方として、重要かつ緊急的な
会議等を、職員・外部有識者等が集合することなく実施す
る。
②通信料、使用料
③モバイルルータ通信料：658千円
　ソフトウェア使用料：4,928千円
④市職員
（基本的対処方針（令和３年９月２８日変更）p41）

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

①３密対策 R3.4 R4.3 5,586 5,586 5,586 R3当初（地）

19 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

行政窓口ネッ
トワーク使用
料

①密の解消を図るため、出張所等から本庁に相談できる
環境や、出張所間の打ち合わせ等をリモートで行う。
②使用料
③ネットワーク使用料：10,112千円
④市職員（公民館・出張所職員）
（基本的対処方針（令和３年９月２８日変更）p41）

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

①３密対策 R3.4 R4.3 10,112 10,112 10,112 R3当初（地）

20 単
通常事

業

保健所コロナ
業務に係る時
間外手当等

①保健所職員等の新型コロナウイルス感染症対応に係る
時間外勤務手当及び特殊勤務手当を支給する
②時間外勤務手当、特殊勤務手当、休日勤務手当
③時間外勤務手当：155,678千円
　特殊勤務手当：39,651千円
　休日勤務手当：14,153千円
④保健所職員

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 209,482 209,482 209,482 R3当初（地）

21 単 通常事
業

会計年度任用
職員の任用

①新型コロナウイルス感染症に係る会計年度任用職員を
採用する。（市長部局、教育委員会）
②会計年度任用職員報酬（4人工分）
③報酬：5,469千円
　共済費：761千円
　期末手当：1,077千円
　費用弁償：268千円
④会計年度任用職員

－ － － － － － ①-Ⅱ-１．雇
用の維持

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 7,575 7,575 7,575 R3当初（地）

22 補

新型コロナウ
イルス感染症
セーフティネッ
ト強化交付金

厚労

(自立相談支援機関等の強化事業)
①増加する住居確保給付金の相談・申請に対応するた
め、相談窓口を委託する
②相談窓口委託に係る経費
③委託料：42,740千円
④生活困窮者

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 42,740 42,740 32,055 10,685 10,685 R2補正（国）

23
24

25 単
通常事

業
新型インフル
エンザ対策費

①新型インフルエンザ対策として備蓄している感染対策資
器材を、新型コロナウイルス感染症対策として使用してい
ることに伴い、使用分を補充する。
②感染防止衣・医療用マスク・消毒液等の購入。
③感染防止衣（上衣）880円×2,720枚、感染防止衣（下
衣）561円×1,600枚、Ｎ95マスク990円×800箱、ディスポ
グローブ3,850円×60箱、3,520円×320箱、アイソレーショ
ンキャップ770円×60袋、救急自動車消毒アルコール（500
ｍｌ）1,155円×304本、救急自動車消毒アルコール（1L×
12本入）15,180円×24箱
④市内各消防署

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 6,202 6,202 6,202 

 感染防止衣
（上衣）
2,720枚、感
染防止衣
（下衣）
1,600枚、Ｎ
95マスク
800箱、ディ
スポグロー
ブ 457箱、ア
イソレーショ
ンキャップ
60袋、救急
自動車消毒
アルコール
（500ｍｌ）
304本、救急
自動車消毒
アルコール
（1L×12本
入） 24箱

R3当初（地）
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国庫補助額
交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算
分（交付限
度額①、②
対象分、事
業者支援分
（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算
分（交付限
度額③、④
対象分、事
業者支援分
（都道府
県））

起債予定額 その他

事業
終期 総事業費 補助対象事

業費
補助対象外
経費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

26 単 通常事
業

緊急ショートス
テイ中間保護
事業費

①家庭内で虐待を受けていたり、認知症により身元が不
明な高齢者等を、特別養護老人ホーム等で保護する「緊
急ショートステイ」の実施前に、新型コロナウイルス感染拡
大防止のためのＰＣＲ検査を実施し、その検査結果判明ま
での間、当該高齢者を保護することを目的とする。
②消耗品費、食糧費、委託料、その他使用料及び賃借料
③48件／年（R2の緊急ショートステイ利用実績40件を参
考）
　・消耗品費：668千円（手袋、マスク、ガウン他）
　・食糧費：20千円（高齢者食事代）
　・委託料：4,600千円（民間施設による受入れ対応時）
　　　委託料→１泊：100千円とし
　　　１泊：100千円×41件＝4,100千円
　　　２泊：200千円×　1件＝200千円
　　　３泊：300千円×　1件＝300千円
　　　※48件中5件は公的施設での対応を想定
　・使用料及び賃借料：76千円（中間保護施設への搬送費
用）
④緊急ショートステイの利用が必要な高齢者等

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,646 1,646 1,646 

 緊急ショート
ステイ等の
受け入れ施
設内での感
染拡大を未
然に防ぐ。

 緊急ショート
ステイ等で受
け入れる施
設の感染拡
大防止や安
全等に寄与
する事業であ
るため、関係
事業者に対し
ては周知して
いるが、地域
住民には周
知をしていな
い

R3当初（地）

27 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

48
中小企業融資
信用保証料補
給金

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業者
の信用保証料の負担軽減を図ることにより、事業継続の
支援を図る。
②セーフティネット保証４号を取得し、船橋市中小企業融
資制度「特定中小企業者対策資金」を3年以内で、借入し
た中小企業者が千葉県信用保証協会に支払った信用保
証料の全額（保証料率0.8％）補助に係る経費
③特定中小企業者対策資金（４号認定１年以内）　4件
69千円
　特定中小企業者対策資金（４号認定３年以内）　482件
34,011千円
④セーフティネット保証４号を取得し、船橋市中小企業融
資制度「特定中小企業者対策資金」を3年以内で借入した
中小企業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 34,080 - 34,080 34,080 R3当初（地）

28 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

48
中小企業融資
利子補給金

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業者
の金利負担の軽減を図ることにより、事業継続の支援を
図る。
②セーフティネット保証４号を取得し、船橋市中小企業融
資制度「特定中小企業者対策資金」を借入した中小企業
者の返済利子の補給に係る経費
③最大補給率　2.1％
特定中小企業者対策資金（４号認定１年以内）　4件　97
千円
　特定中小企業者対策資金（４号認定３年以内）　500件
103,186千円
　特定中小企業者対策資金（４号認定５年以内）　49件
4,417千円
　特定中小企業者対策資金（４号認定７年以内）　107件
19,694千円
④セーフティネット保証４号を取得し、船橋市中小企業融
資制度「特定中小企業者対策資金」を借入した中小企業
者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 127,394 - 127,394 127,394 R3当初（地）

29 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

中小企業経営
対策費
（船橋市中小
法人等月次支
援金）

①国の月次支援金の給付対象とならない中小法人又は
個人事業主に対し、助成金を交付することにより、事業継
続支援を行う。
②補助金（対象月数×50千円）、事務費（郵送費、封筒作
成費等）
③補助金：50千円/月×4,648延べ事業者=232,400千円
 　事務費：504千円
④売上が20％以上かつ5万円以上減少した事業者であっ
て、国の月次支援金、千葉県感染拡大防止対策協力金
の給付対象者ではない事業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 232,904 - 232,904 232,904 R3補正（地）

30 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

オンラインミー
ティング端末
増設及びＷｅ
ｂ会議用会議
室整備費

①ポストコロナに向けた働き方として、重要かつ緊急的な
会議等を、職員・外部有識者等が集合することなく実施す
るための端末を増設する。また、Ｗｅｂ会議用会議室を整
備することで、利便性及び利用率の向上を図る。
②Ｗｅｂ会議用ＰＣ（10台）、大型モニター（12台）、マイクス
ピーカー・マイク・カメラ・スプリッター・ケーブル
③Ｗｅｂ会議用ＰＣ（10台）：2,898千円
　大型モニター（12台）：3,116千円
　マイクスピーカー等：1,466千円
④市職員及び事業者等
（基本的対処方針（令和３年９月２８日変更）p41）

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

①３密対策 R3.12 R4.3 7,480 7,480 7,480 R3当初（地）

31 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

テレワーク用
端末整備費
（増設）

①ポストコロナに向けた働き方として、市職員がテレワー
クを行うための端末を増設する。
②端末（100台）
③テレワーク用ＰＣ（100台）：34,045千円
④市職員
（基本的対処方針（令和３年９月２８日変更）p40、41）

－ － － － － －

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再開

①３密対策 R4.3 R4.3 34,045 34,045 34,045 R3当初（地）

32

33 単 通常事
業

キャッシュレス
決済ポイント
還元事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ市
内の消費活性化及び感染症対策に資するキャッシュレス
決済の導入促進を図る。
②報償費（キャッシュレス決済事業者選定委員会分）
　　委託費（ポイント還元相当分、事務費等）
③報償費　3人×2回×9.8千円
　委託費（ポイント還元相当分）1,545,113千円
　委託費（事務費等）　（1,545,113千円×3％＋運営費
1,000千円＋4,195千円）×1.1
④市内の店舗で対象のキャッシュレス決済をした者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

③キャッシュレ
ス

R3.8 R4.3 1,501,817 1,501,817 1,501,817 R3補正（地）

34 〇 単
通常事

業
102

修学旅行キャ
ンセル補助

①　新型コロナウイルス感染対策のため、修学旅行の中
止や行先変更をした際のキャンセル料等を補助し、保護
者の負担を軽減する。
②　新型コロナウイルス感染対策として行った小・中・高・
特別支援学校の修学旅行の中止・変更に伴って発生す
る、旅行会社等に支払うキャンセル料、企画料、旅行取扱
手数料等
③　小学校　　　1,133千円
　　 中学校　　23,702千円
　　 特別支援学校　　97千円
　　 市立高等学校　2,400千円
④　市立小・中・高・特別支援学校の児童生徒、保護者

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.10 R4.3 27,332 27,332 27,332 

 新型コロナ
対策のた
め、追加で
かかる経費
27,332千円
の保護者負
担がなくな
る。

 HP R3当初（地）
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第
５
回
追
加
事
業

35 〇 単 通常事
業

12 学校保健特別
対策事業

①市立学校において新型コロナウイルスの感染拡大防止
を図るため、使用していなかった換気設備等の整備を行
う。
②小中特別支援学校換気扇の移設・取替・修繕、換気窓
修繕
③小学校　２１校　6,833千円
　 中学校　８校　2,394千円
　 特別支援学校 １校　134千円
④市立小・中・特別支援学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

①３密対策 R3.4 R4.3 9,361 9,361 9,361 
 学校施設の
換気機能を
強化する。

 HP R3当初（地）

36 〇 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

①感染リスクを最小限にしながら、学校において十分な教
育活動を継続するため、感染症対策を徹底しながら児童
及び生徒の学びの保障をするための取組に必要となる経
費を補助する。
②マスク・消毒液等の確保
③感染対策消耗品の購入
アルコール（1ℓ）：2,035円×1,176個=2,393千円
アルコール（5ℓ詰替用）：5,500円×3,038個=16,709千円
泡石けん（500mlボトル）640円×4,992個＝3,195千円
泡石けん（詰替え用）11,509円×264個＝3,039千円
④市立小中特別支援学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

①３密対策 R3.4 R4.3 25,336 25,336 12,668 12,668 12,668 

 手指用アル
コール消毒
液　16,366
リットル・泡
石けん(500
㎖）4,992個・
泡石けん詰
替え用（18ｋ
ｇ）264個

 HP R2補正（国）

37 〇 単
通常事

業
12

本庁舎トイレ
自動水洗化整
備

①本庁舎トイレの手洗い場を自動水栓化することで、接触
による感染を防止する。
②手洗い場を自動水栓化するための経費
③地下１階から７階のトイレ93か所分の自動水栓設置費
用：10,560千円
④市役所本庁舎

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 10,560 10,560 10,560 

 市民の利用
が多いフロ
アの手洗い
用水栓93か
所を非接触
型水栓に交
換することに
より、感染拡
大防止に資
する。

 HP R3当初（地）

38 〇 補

新型コロナウ
イルス感染症
セーフティネッ
ト強化交付金

厚労

①相談件数の増加による自立支援相談員の配置増
②相談窓口委託に係る経費
③委託料：12,220千円
④生活困窮者

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 12,220 12,220 9,165 3,055 3,055 

 新規窓口1
件設置、人
員配置２人
工増加

 ＨＰ，広報紙 R2補正（国）

39 〇 補
障害者総合支
援事業費補助
金

厚労

①障害福祉サービス等事業所に対し、必要なサービスを
継続して提供できるよう経費等を補助する。
②消耗品（マスク、消毒液等）購入費用、かかり増し経費
の補助
③補助金（38事業所）6,309千円
④障害福祉サービス等事業所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 6,309 6,309 4,206 2,103 2,103 
 支援施設数
38施設

 ＨＰ、通知 R2補正（国）

40 〇 単
通常事

業

大型連休に伴
う医療機関へ
の協力金

①大型連休（GW)の新型コロナウイルス感染症の検査実
施病院に協力金を支給し、検査体制を確保する。
②補助金
③300千円×2病院×5日＝3,000千円
④実施医療機関

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

②発熱外来 R3.4 R3.5 3,000 3,000 3,000 
 ４０検査／
日の検査体
制の確保

 コールセン
ターにて案内

R3当初（地）

41 〇 単 通常事
業

新型コロナウ
イルス感染症
対策費（保健
所本部派遣委
託）

①保健所本部（広報班、総務企画班）に事務職の派遣職
員を導入し、引き続き新型コロナウイルス感染症対策を実
施する。
②③事務職の派遣費用：11,924千円
④市内患者等

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R4.3 11,924 11,924 11,924  保健所本部
体制の確保

 広報等 R3補正（地）

42 〇 補

新型コロナウ
イルス感染症
セーフティネッ
ト強化交付金

厚労

(新型コロナウイルス感染症に対応した自殺防止対策事
業)
①SNSを活用した相談事業を実施する。
②③
SNS相談事業運営委託：15,895千円
周知・広告費用：1,191千円
④市内在勤・在住者

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 17,086 17,086 12,813 4,273 4,273 
 自殺者数の
減少

 HP、広報、イ
ンターネット
広告

R2補正（国）

43 〇 単 通常事
業

3 病床確保（空
床補償）

①市内医療機関に新型コロナウイルス感染症患者の受入
可能病床を確保するため空床補償等を行う。
②補助金
③空床補償：対象病院の県への病床数の回答から試算
　疑い患者受入協力金：100千円×162人
　※事業費の一部に県からの交付金充当予定。県交付金
充当以外の経費を計上。
④実施医療機関
※財源内訳　その他　県補助金　1,283,800

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.4以降 1,300,000 16,200 16,200 1,283,800 
 市内医療提
供体制の確
保

 コールセン
ターにて案内

交付対象者の事業完
了は３月末であるが支
払い時期が４月以降
（出納整理期間中）とな
るため。

R3補正（地）

44 〇 補
子育て支援対
策臨時特例交
付金

厚労

（不妊に悩む方への特定治療支援事業）
①特定不妊治療費の一部を助成する。
②扶助費
③特定不妊治療費
　300千円×396人＝118,800千円
④特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込み
がないか、又は極めて少ないと医師に診断された夫婦。

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.4以降 118,800 118,800 59,400 59,400 59,400  治療の促進  HP、広報

交付対象者の事業完
了は３月末であるが支
払い時期が４月以降
（出納整理期間中）とな
るため。

R2補正（国）

45 〇 補
地域就職氷河
期世代支援加
速化交付金

内閣府

①新型コロナウイルス感染症の影響により、より厳しい状
況に置かれている就職氷河期世代の無業者に対し、キャ
リア開発プログラム、個別相談会等を委託により実施す
る。
②委託料（就職氷河期世代の方専任支援員の人件費分）
③イ＋ロ＋ハ-ニにより積算
　 イ：給与2,751千円　、 　ロ：交通費210千円
　 ハ：社会保険料456千円　、　 二：他市負担金306千円
④就職氷河期世代の無業者

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 17,530 3,111 2,333 778 778 14,419        

 就職氷河期
世代無業者
の非正規雇
用を含む就
職率（％）
（目標就職
率：
35%）

 市及び受託
団体HP、市
広報誌、市広
報番組、屋内
外掲示板

R2補正（国）

46 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

24

地域公共交通
新型コロナウ
イルス感染症
対策事業支援
金（路線バス
分）及び交通
不便地域解消
事業運行維持
奨励金

（地域公共交通新型コロナウイルス感染症対策事業支援
金）
①新型コロナウイルス感染症対策として人流の抑制が図
られたことによって、市内交通事業者の経営に深刻な影
響が出ている。そこで、当該事業者の経営を支援すること
で地域社会の維持に必要不可欠な地域公共交通の運行
継続を図る。
②各交通事業者の運行路線数又は車両保有台数に応じ
た補助金
③１路線あたり300千円×46路線＝13,800千円
④市内を運行する路線を有する一般路線バスの事業者
8社
（交通不便地域解消事業運行維持奨励金）
①新型コロナウイルス感染症対策として人流の抑制が図
られたことによって、公共交通の空白地帯（いわゆる交通
不便地域）における住民の生活を支える交通不便地域解
消事業の継続が困難となっているため、当該路線を運行
するバス事業者を支援する。
②各交通事業者の運行路線数に応じた補助金
③１路線あたり2,000千円×現行３路線＝6,000千円

－ ○ － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑪地域交通体
系

R3.12 R4.3 19,800 - - 19,800 19,800 

 全支援対象
事業者に対
するの支援
の実施

 HP、広報紙 R3補正（地）
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個人を対
象とした
給付金等
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関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

47 〇 単
通常事

業
24

地域公共交通
新型コロナウ
イルス感染症
対策事業支援
金（タクシー
分）

（地域公共交通新型コロナウイルス感染症対策事業支援
金）
①新型コロナウイルス感染症対策として人流の抑制が図
られたことによって、市内交通事業者の経営に深刻な影
響が出ている。そこで、当該事業者の経営を支援すること
で地域社会の維持に必要不可欠な地域公共交通の運行
継続を図る。
②各交通事業者の運行路線数又は車両保有台数に応じ
た補助金
③タクシー1台当たり50千円×700台＝35,000千円
④市内に事業所を有する法人　13社（531台）及び個人タ
クシー事業者　169台

－ ○ － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑪地域交通体
系

R3.12 R4.4以降 35,000 - - 35,000 35,000 

 全支援対象
事業者に対
するの支援
の実施

 HP、広報紙

補助対象に個人事業
主が多数含まれている
ことから、申請手続き
や審査に時間を要する
ことが想定されるため。

R3補正（地）

48 〇 補
子ども・子育
て支援交付金

内閣府

①新型コロナウイルス感染拡大防止のためのかかり増し
経費、衛生用品購入費用の助成等を行う。
②民間施設への補助金、公立施設の物品等の購入、感
染対策としてのトイレのドライ化
③④延長保育事業：150千円×32か所、200千円×12か
所、250千円×121か所
放課後児童健全育成事業：400千円×81か所、500千円
×23か所
地域子育て支援拠点事業：300千円×23か所
一時預かり事業：300千円×51か所
病児保育事業：300千円×70か所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 74,658 74,658 24,886 24,886 24,886 24,886 

 全413か所
で適切な支
援等を実施
する

 HP、通知 R3補正（国）

49 〇 補
保育対策総合
支援事業費補
助金

厚労

①新型コロナウイルス感染拡大防止のためのかかり増し
経費、衛生用品購入費用の助成等を行う。
②民間施設への補助金、公立施設の物品等の購入、感
染対策としてのトイレのドライ化
③④公立：27か所×500千円、私立：201か所×300～500
千円

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 97,800 97,800 48,900 48,900 48,900 

 全228か所
で適切な支
援等を実施
する

 HP、通知 R2補正（国）

50 〇 補
保育対策総合
支援事業費補
助金

厚労

①保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけるICT
化推進等事業）を実施するために必要な経費について助
成を行う。
②システム導入費用、リース料、工事費等
③④私立：14か所×1,000千円

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 14,000 14,000 7,000 7,000 7,000 
 全14か所で
適切な支援
を実施する

 HP R2補正（国）

51 単 通常事
業

キャッシュレス
決済ポイント
還元事業

＜上記№33キャッシュレス決済ポイント還元事業のうち、
国のR3予算分＞
①新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ市
内の消費活性化及び感染症対策に資するキャッシュレス
決済の導入促進を図る。
②報償費（キャッシュレス決済事業者選定委員会分）
　　委託費（ポイント還元相当分、事務費等）
③報償費　3人×2回×9.8千円
　委託費（ポイント還元相当分）1,545,113千円
　委託費（事務費等）　（1,545,113千円×3％＋運営費
1,000千円＋4,195千円）×1.1
④市内の店舗で対象のキャッシュレス決済をした者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

③キャッシュレ
ス

R3.8 R4.3 100,000 100,000 100,000 - - 

 決済総額
（目標額：
5,150百万
円）

 市HP、市広
報誌、対象店
舗におけるの
ぼり・ポス
ター、キャッ
シュレス決済
アプリ上の
キャンペーン
ページ、セミ
ナー

R3補正（地）


